セキュリティ・ホーム認定制度取扱規程
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第１章　総則
　（概要）
　第１条　この制度は、戸建住宅の所有者又は代理人（以下「申請者」という。）からの申請に基づき、ＮＰＯ法人福岡県防犯設備士協会（以下「協会」という。）が、防犯性の高い戸建住宅を認定するものである。
　（目的）
　第２条　協会において、戸建住宅を対象とした認定基準（以下「基準」という。）を設けたうえ、この基準を満たす戸建住宅を認定することにより、福岡県安全安心まちづくり条例に基づき福岡県知事及び福岡県公安委員会が策定した防犯環境指針に示す防犯性の高い戸建住宅の普及を図るとともに、県民の住宅侵入事犯に対する不安感を軽減し、もって安全で安心な住生活を実現することを目的とする。
　（用語の意義）
　第３条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め　　　　るところによる。
(1) セキュリティ・ホーム
　　　　　　協会が定めた基準に達し、住宅への侵入を伴う犯罪を未然に防ぐために必要な防犯環境が整備された戸建住宅であることを協会が認めた住宅をいう。
(2) 認定
戸建住宅の防犯性が協会の定める基準に達し、協会がセキュリティ・ホームとして認めることをいう。
(3) 適合審査

　　協会に属する防犯設備士等の資格者において、認定申請がなされた建物に関する書類又は現地の審査を行うことをいう。

(4) 審査委員会

　　適合審査の結果、協会の定める基準点に達した場合に、協会として認定、否認定の意思決定を行う機関をいう。
（認定等の対象）
　第４条　本制度による認定の対象は、福岡県内の戸建住宅とする。
なお、認定の対象区分を次のとおりとする。
(1) 新築建物
新築予定の戸建住宅において、当該建物の間取り、構造及び設備が決定した後に審査を行う場合をいう。
        (2) 改築建物
改築予定の戸建住宅において、当該建物の間取り、構造及び設備が決定した後に審査を行う場合をいう。
(3) その他の建物
改築を伴わない既築の戸建住宅において、審査を行う場合をいう。
　（認定基準）
第5条 新築建物及び改築建物について、それぞれの基準を別表に定める。
なお、その他の建物に関する基準については、新築建物の基準を準用することとする。
　
第２章　認定関係等
（認定申請）
第６条　本制度の認定を受けようとする申請者は、建築物の設計図及び設置する防犯機器の仕様が明らかとなったときから、別記様式で定める認定申請書に必要書類及び審査料を添えて協会に認定申請を行うことができる。
　（適合審査）

　第７条　申請建物に関する適合審査は、新築建物及びその他の建物については申請書類の審査、改築建物については申請書類及び現地の審査を行うものとする。

　　　２　申請建物に関する書類及び現地の審査は、協会に属する防犯設備士又は総合防犯設備士の資格を有する者のうち、協会が開催する講習を受講後、協会から任命された者（以下「審査員」という。）が行うものとする。　

３　審査員は、申請内容が基準に達していない場合には、申請者に対して防犯設備の仕様の変更を求めるなど、計画内容が基準に適合するよう必要な助言、指導を行うものとする。
　　　４　審査は別表に定める基準項目の適否を調査し、７０点以上の基準点に達した場合には、審査員は審査委員会に審査結果を報告しなければならない。
　（申請の単位）

　第８条　認定の申請については、原則、一建物につき一申請とする。

　　　　　但し、対象建物が複数棟ある場合で、次の各号のいずれかに該当する場合は、

同一物件とみなし、１回の申請で足りるものとする。
(1) 複数棟の対象建物が同一所在地にあり、所有者が同一、かつ同一機会の申

請である場合。

(2) 複数棟の対象建物が異なる所在地にまたがる場合においても、立地状況等

から客観的に同一物件とみなされ、所有者が同一、かつ同一機会の申請である場合。　　
（認定証等の交付）

第９条　協会は、認定申請の内容が基準を満たした場合、又は認定した建物の所有者が変更となった旨の申請がなされた場合には、認定証、認定シール及び登録カードを交付しなければならない。
　　２　申請者は、認定証、認定シール及び登録カードの受領に際し、別記様式で定める認定に伴う誓約書及び受領書を提出するものとする。

　　３　１回の申請での対象建物が複数棟ある場合、申請者は認定後、建物の棟数に応じた数の認定証及び認定シールの交付を申請することができる。

　　　　但し、登録カードの複数交付は認めない。
　（認定登録）
　第1０条　協会は、審査委員会において第６条の申請が認定された場合、別記様式で定める認定登録簿に登録をしなければならない。
（認定後の適合検査）

　第1１条　協会は、認定した建物について、必要と認めたときには当該建物の基準が保たれていることについて、現地検査を行うことができる。

　　　２　協会は、前項の現地検査を実施する際には、対象建物の所有者又は管理者等（以下「所有者等」という。）に対して、別記様式で定める適合検査実施申入書により事前に検査を実施することを通知し、検査の日程について所有者等と検討しなければならない。
　（改善要請）
第1２条　協会は、前条第1項の適合検査において、基準を満たしていないと判断した場合には、所有者等に対し基準に適合するために必要な改善要請を行うものとする。

　　２　改善要請は、所有者等に別記様式で定める改善要請書を交付することをもって行わなければならない。　　　　　
（所有者等の遵守事項）
第1３条　認定された物件の所有者等は、建物の防犯性の維持管理及び近隣住民との良好な関係構築に努めなければならない。
      ２　所有者等は、第７条及び第１１条を根拠に行う現地検査が円滑に実施できるよう、協力しなければならない。

　　　３　所有者等は、前条で示す改善要請を受けた場合には、改善要請書を受領後、１年以内に要請事項を履行しなければならない。
　（認定に関する手数料等）
　第１４条　本制度の認定に必要な審査手数料は、別に定める。
　　　２　認定に関する審査手数料については、返金しない。
　　　　　　

第３章　審査委員会
　（審査委員会の設置）
　第１５条　認定に係る審査を行うため、協会に審査委員会を置く。
    　２　審査委員会は、協会理事会が選任する３名以上の委員で構成する。
　　　３　審査委員会の議決は、委員全員の同意をもって決定する。
　　　４　審査委員会に委員長を置き、委員の互選により委員長を選任する。
　（審査委員会の所掌事項）
　第１６条　審査委員会の所掌事項については、以下の事項とする。
(1) 認定の審査に関する事項（認定審査）　
(2) 認定取消しの審査に関する事項（認定取消審査）
　（審査委員の任命）
第１７条　審査委員は、協会理事会において選任し、理事長が任命するものとする。
（通知）

第１８条　協会は、審査の結果について、申請者に通知しなければならない。

なお、否認定とした場合には、協会は申請者に対し申請書の添付書類を返還しなければならない。
第４章　認定内容の変更及び認定の取消し
　（認定内容の変更）
　第１９条　所有者等は、認定後において認定証記載事項並びに基準に係る防犯設備等に変更が生じた場合には、別記様式で定める変更届により速やかに協会に届出なければならない。
　　　２　建物の所有者を変更する場合には、変更届に加え、別記様式で定める変更に伴う誓約書を協会に提出しなければならない。
３　届出内容が基準を満たしていない場合には、所有者等に対して防犯設備の仕様の変更を求めるなど、届出内容が基準に適合するよう助言、指導を行うものとし、必要があると認める場合には現地検査を行うものとする。

　（認定の取消し）
　第２０条　次の場合は、認定を取り消すものとする。
(1) 所有者等が、認定の取消しを認定取消申請書により申請した場合。
(2) 認定した建物が、火災、震災等により焼失又は損壊した場合。
(3) その他、認定した建物が、認定時における認定基準を満たさなくなった場合。
(4) 所有者等が、第１３条及び第１９条に掲げる事項を履行しない場合。
(5) 所有者等が、協会に対して虚偽の申請並びに認定証、認定シール及び登録カードの複製による無断使用等を行うなど、将来にわたり適合住宅の維持管理が期待できないと認められる場合。
　（取消しの連絡等）
第２１条　協会は、前条の規定により認定を取り消したときには、所有者等に対し、その　　　　旨を別記様式で定める認定取消通知書により通知するものとする。

２　通知を受けた所有者等は、交付を受けた認定書、認定シール及び登録カードを返納しなければならない。
第５章　雑則
（守秘義務）
第２２条　本制度の審査に関与した者は、審査上知り得た個人情報等プライバシーに関する事項を漏らしてはならない。
　別表　　　　セキュリティ・ホーム認定制度審査基準表
